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名古屋港

 

［愛知県名古屋市、東海市、知多市、弥富市、飛島村］

名古屋港は、名古屋市を中心とする日本第3の経済圏の海の玄関口として発展してきた。
同港は、日本一広大な臨港地区に物流拠点・生産拠点を集中することにより、自動車産業をはじめとして、日本の産業を牽引する一大工

 
業地帯を形成している。2010年の総取扱貨物量は9年連続日本一、貿易黒字額は全国港湾第1位を誇り、背後圏である中部地域のもの

 
づくり産業と暮らしを支えるだけでなく、日本経済の発展に大きく貢献している。
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１．名古屋港の概要

２．名古屋港の取扱貨物データ

■2010年 取扱貨物量 全国1位 （９年連続） ■2010年 外貿コンテナ取扱貨物量 全国3位

外貿
内貿

取扱貨物の品目内訳（2010年）

■輸出
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■移出

 

■移入

 

■内航フェリー
右軸：―貿易額

出典：2005～2008年は港湾統計（年報）、2009年は国土交通省港湾局調べ
出典：貿易額は財務省「貿易統計」、貨物量2005～2008年は港湾統計（年報）、2009年は国土交通省港湾局調べ
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凡例

： ｴﾈﾙｷﾞｰ

：

 

製造（工業品）

：

 

物流（ｺﾝﾃﾅ）

： 穀物

：

 

堤外地の事業者数
及び従業者数

： 防護ライン

【航空機】
三菱重工業（株）

【機械】
川崎重工業（株）

【コンテナ】
名古屋コンテナ埠頭(株)

【鉄鋼】
新日本製鐵（株）

【石油】
中部電力（株）

西名古屋火力発電所

【機械】
（株）ＩＨＩ

【穀物】
全農サイロ（株）・知多埠頭（株）
東洋グレーンターミナル（株）

 

等

【石油】
JX日鉱日石エネルギー（株）

【石油】
出光興産（株）【LNG】

知多エル・エヌ・ジー（株）

【LNG】

東邦ガス（株）知多ＬＮＧ共同基地

【コンテナ】
名古屋ユナイテッド

コンテナターミナル（株）

【自動車】
トヨタ自動車（株）

ﾎﾟｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ地区

内港地区
約160事業所

約3,400人

【コンテナ】
飛島埠頭コンテナターミナル（株）

金城地区
約120事業所

約3,700人

南部地区
約370事業所
約18,800人

西部地区
約452事業所

約9,200人

従業者数出典

 

：

 

平成21年

 

経済センサス基礎調査（総務省）

編集

 

中部地方整備局

 

名古屋港湾事務所

名古屋港の堤外地事業所数及び従業者数並びに主な立地企業

※

 

従業者数

 

「調査期間中に賃金、給与、諸手当、内職収入などの収入を伴う仕事を１時間以上したものの人数」

名古屋港堤外地総計
約1,100事業所

約35,000人

【化学製品】
東レ（株）

【石油】
中部電力（株）

知多火力発電所

○堤外地に約１，１００の事業所が立地しており、大規模地震が発生した場合、生産、物流機能に甚大な影響を与え
ることが懸念される。

○堤外地に約３５，０００人の従業者がいるため、地震・津波発生時の迅速な情報伝達や避難対策の充実が必要。
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名古屋港地震・津波対策検討会議（第1回）について

日

 

時：平成23年10月3日(月) 15時00分～16時45分
場

 

所：名古屋港湾会館第２会議室
構成員：（座長）名古屋港運協会会長、（首長）愛知県、名古屋市、東海市、知多市、弥富市、飛島村

（経済団体・企業）名古屋商工会議所、名古屋海運協会、名古屋港運協会、出光興産、新日本製鐵、中部電力、東邦ガス、東レ、
飛島コンテナ埠頭、トヨタ自動車、NUCT

（関係行政機関）名古屋港管理組合、名古屋海上保安部
（事務局）中部地方整備局

検討会議構成員からの主な発言内容

１．港湾の耐震性・耐津波性能の向上について
○最大級の津波は減災で対応だが、できるだけ入り口で抑えることが重要。高潮防波堤の改良・強化をお願いしたい。【民間、自治体】
○高潮防波堤の耐震性、津波に対する効果、中防の地震見直しによる防波堤、護岸の補強・改修の取り組み方針を教えてほしい。【民間】

２．港湾の産業・物流と連携した対策のあり方について
○企業側でも取組むが、基盤面は可能な限り、公共事業でお願いしたい。【民間】
○浮遊物・がれき除去は一企業では不可能。官民連携での除去の方向性を示してほしい。【民間】
○岸壁耐震化は進んでいるが、（荷役）機械・機器は対応できていない。早急に、機械・機器の技術基準の策定してもらいたい。【民間】
○航路の埋没などにより、港奥の岸壁が使用不可になるのではないか。港口部に公共岸壁の整備をしてほしい。【自治体】

３．避難対策の強化について
○ＧＰＳ波浪計の伊勢湾口への設置が必要。高い精度の情報がほしい。【民間、自治体】
○先の大震災では、外で起きていることが分からなかった。情報収集が重要。【民間】
○海水浴場・公園等の津波対策が不十分。迅速な避難を可能にする情報伝達システムの検討をお願いしたい。【自治体】
○災害時の通信途絶を防ぐため、衛星携帯電話など伊勢湾で同一のツールを使った情報共有化の検討、通信のための電力確保が必要。

【民間】
○行政には十分な数の避難場所、明確な避難経路の設定をお願いしたい。【民間】
○津波タワー（避難施設）を早急に考えないといけない。【自治体】
○堤内地はゼロメートル地帯、逃げるところがない。堤外地の標高が一番高い。埋立地の地盤を高く整備してもらいたい。【自治体】

４．その他
○ゼロメートル地帯には130万人がいる。堤内地に津波が浸入した際は、滞水により、迅速な災害復旧への支障も考えられる。【自治体】

 
○企業防災は、一義的には人的被害をなくすこと、次に地域に影響を及ぼさないこと、その後にＢＣＰの順番と考えている。【民間】
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１．三河港の概要
三河港は、日本の中心に位置し、古くから東三河、西遠及び南信地域の物流拠点として、また東三河地区の工業開発の中核として重

 
要な役割を果たしてきた。中でも、モノづくり愛知県を代表する自動車産業が集積しており、我が国を代表する自動車流通港湾として重

 
要な役割を担っている。

また、本港が位置する三河湾は豊かな自然環境に恵まれており、港内には六条潟や汐川干潟などが存在している。

２．三河港の取扱貨物データ

■輸出

 

■輸入
左軸：■輸出

 

■輸入

 

■移出

 

■移入
右軸：―貿易額

取扱貨物の品目内訳（2010年）

外貿 内貿

重要港湾

 

三河港

 

［愛知県豊橋市、豊川市、蒲郡市、田原市］三河港の特徴

出典：名古屋税関

 

貿易年表出典：貿易額は財務省「貿易統計」、貨物量は港湾統計（年報）

総取扱貨物量の推移
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三河港の堤外地事業所数及び従業者数並びに主な立地企業

･大規模震災時においても立地企業の事業活動を支える港湾物流拠点の整備が必要
･堤外地には500を超える事業所が立地､約30,000人の従業員がおり､震災後の事業継続に向けた支援策の検討が必要

【自動車】
フォルクスワーゲン

グループジャパン（株）

【自動車部品】
矢崎総業（株）

【自動車】
トヨタ自動車（株）

神野地区
約50事業所
約1000人

明海地区
約230事業所
約11,200人

蒲郡地区
約90事業所
約3,200人

御津地区
約30事業所
約1,500人

：自動車

：製造（工業品など）

：自動車部品

：防護ライン

：堤外地の事業所数
及び従業者数

従業者数出典 ：平成21年 経済センサス基礎調査（総務省）
編集 中部地方整備局 三河港湾事務所

三河港堤外地総計
約510事業所
約29,800人

凡例
【自動車】
（株）上組

【自動車】
ボルボ・カーズ・ジャパン（株）

【自動車】
ゼネラルモーターズジャパン（株）

【鋼材】
POSCO-JNPC（株）

【船舶】
（株）新来島豊橋造船

【自動車部品】
（株）デンソー

【建築資材】
吉野石膏（株）

【飲料】
日本ジュース・ターミナル（株）

【レンズ】
（株）ニコン・エシロール

【鋳造】
クニミネ工業（株）

【電線】
（株）エクシム

【鉄工】
（株）縣鉄工所

【薬品】
和光純薬品工業（株）

【機械】
トピー工業（株）

※従業者数「調査期間中に賃金、給与、諸手当、内職収入などの収入を伴う仕事を１時間以上したものの人数」

田原地区
約110事業所
約12,900人

【自動車】
トヨタ自動車（株）

【カーボンブラック】
新日化カーボン（株）

【製鉄】
東京製鐵（株）

【自動車部品】
矢崎総業（株）

【自動車部品】
アイシン・エィ・ダブリュー（株）

【自動車】
三菱自動車工業（株）

【ケミカル】
竹本油脂（株）

【自動車】
フォルクスワーゲン

グループジャパン（株）
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三河港地震・津波対策検討会議（第1回）について

開催日時：平成23 年10 月14 日（金）10時00分～11時30分
開催場所：インフォメーションセンター「カモメリア」

 

２Ｆ研修室
構成員：（座長）豊橋技術科学大学教授、（自治体）愛知県、豊橋市、豊川市、蒲郡市、田原市

（経済団体・企業）豊橋港港湾施設運営協議会、(株)デンソー、(株)総合開発機構、フォルクスワーゲングループジャパン(株)、
(株)エクシム、蒲郡港営施設(株)、愛知海運産業(株)、トヨタ自動車(株)
（関係行政機関）三河海上保安署、豊橋税関支署
（事務局）中部地方整備局

検討会議構成員からの主な発言内容

１．港湾の耐震性・耐津波性能の向上について
○大規模地震が起きた際、耐震強化する神野７号岸壁に隣接する護岸が崩壊し、７号岸壁（耐震）の機能に影響を及ぼさないようにしっか

りと対策を図って頂きたい。【企業】
○蒲郡地区の既設耐震岸壁は、老朽化が進んでいるが、現在の地震動に対する耐久性について危惧している。【企業】
○田原地区には耐震岸壁（水深５．５ｍ）が整備されているが、耐震岸壁の果たす役割として水深７．５ｍの整備をしっかり実施して頂きた

い。【企業】
○現在の防波堤について、Ｍ９クラスの地震が起きた際、防波堤の機能が確保されない可能性があることについて心配している。【企業】

２．避難対策の強化について
○津波が来襲した際の想定津波高を電柱などに明示すれば、避難の目安になるのではないか。【企業】
○現在の三河港は、津波に対して避難する高い建物がない。【企業】
○防災対策マニュアルがあっても、訓練しておかないと意味がない。【企業】
○明海地区に繋がる橋は、４本しかないため、地震時に避難が可能になるように橋梁の耐震対策をお願いしたい。【企業】
○田原地区の道路網は三河港大橋と国道２５９号線のみである。避難道路的な機能を付加する必要がある。【企業】
○ＧＰＳ波浪計について、伊勢湾口への設置を国へ要望している。【自治体】
○県では現在、地震時における被害想定の検討委員会を立ち上げ、中央防災会議の新しい知見を取り入れ、被害想定の検討作業に入っ

ている。その後、避難・表示方法など提案できる。【自治体】

○今回は内湾の三河港を中心とした検討だが、大規模地震時の際に外海（太平洋側）から来る津波に対する情報及び対策についても検
討して頂きたい。【自治体】

３．その他
○河川を遡上する津波についても本会議の検討対象にして欲しい。【自治体】
○県では、河川を遡上する津波等についても、沿岸部における津波・高潮対策検討会を設置し河川及び海岸の対策を図る。【自治体】



重要港湾

 

衣浦港

［愛知県半田市、碧南市、刈谷市、西尾市、高浜市、知多郡東浦町、美浜町、武豊町］
衣浦港の特徴

衣浦港は、三河湾の西奥部に位置し、沿岸各地の海運の基地として地域の発展を支えてきた。現在も、石炭やとうもろこしなどのバル

 
ク貨物を主に取り扱っており、知多及び西三河地域における物流・生産活動を支える工業港として、重要な役割を果たしている。

１．衣浦港の概要

２．衣浦港の取扱貨物データ

左軸：■輸出

 

■輸入

 

■移出

 

■移入
右軸：―貿易額

出典：貿易額は財務省「貿易統計」、貨物量は港湾統計（年報）

取扱貨物の品目内訳（2010年）

外貿 内貿

鋼材

44.8%

金属くず

44.8%

廃棄物

10.0%
その他

0.4%

石炭

75.2%

とうもろこし

8.6%

木材チップ

6.5%

ＬＰＧ（液化石

油ガス）

4.3%

非金属鉱物

1.6%

その他

3.8% 輸出

72万トン

輸入

1,336万トン

金属くず

98.3%

その他

1.7%

木材チップ

55.9%
非金属鉱物

13.7%

石炭

11.6%

鉄鋼

5.5%

の他石油

製品

5.0%

その他

8.4%

うち公共貨物

輸出

33万トン

輸入

156万トン

総取扱貨物量の推移

502 459 440 307 379

476
276 252

188 239

1,327
1,270 1,388

1,075
1,336

102
90 71

92

72

2 ,4 06
2 ,095 2 ,1 51

1 ,662
2 ,025

3 ,7 38

4 ,181

4 ,8 36

2 ,9 00

3 ,497

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2006 2007 2008 2009 2010

万フレートトン

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

億円

廃棄物

19.0%

非金属鉱物

13.0%

金属くず

12.3%

完成自動車

12.3% とうもろこし

10.9%

その他

32.5%

石炭

35.5%

鋼材

35.1%

完成自動車

12.5%

重油

3.4%

砂利・砂

2.5%

その他

11.0%

移出

239万トン

移入

379万トン

金属くず

37.6%

砂利・砂

25.0%

動植物性製

造飼肥料

19.8%

製造食品

6.0%
水

2.2%
その他

9.4%

砂利・砂

31.4%

コークス

15.3%木材チップ

15.1%

化学薬品

7.1%

セメント

6.6%

その他

24.4%

うち公共貨物

移出

78万トン

移入

30万トン
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高浜地区
約40事業所
約2,100人

碧南地区
約240事業所
約12,700人

西尾地区
約10事業所

約140人

武豊地区
約120事業所

約4,300人

半田地区
約110事業所

約6,500人

衣浦港湾計画図

※従業者数「調査期間中に賃金、給与、諸手当、内職収などの収入を伴う仕 事を１時間以上したものの人数」

従業者数出典 ：平成21年 経済センサス基礎調査(総務省)
編集 中部地方整備局 三河港湾事務所

衣浦港堤外地総計
約520事業所
約25,700人

：エネルギー

：製造(工業品)

：農業・飼料

：防護ライン

：堤外地の事業所数
及び従業者数

凡例

：エネルギー

：製造(工業品)

：農業・飼料

：防護ライン

：堤外地の事業所数
及び従業者数

凡例

【電力】
中部電力(株)

【石油】
昭和シェル石油(株)

【自動車】
マツダ(株)

【自動車部品】
トヨタ自動車(株)

【糖類】伊藤忠製糖(株)

【コーンスターチ】日本コーンスターチ((株))

【ステンレス興】
日本金属工業(株)

【自動車部品】
(株)豊田自動織機

【電子機械】イビデン(株)

【自動車・航空機】
富士重工業

【鋼材】ジェコス(株)

【車両】日本車輌製造(株)

【鋼管】ＪＦＥスチール(株)

【有機化学】ダウ・ケミカル日本(株)

【自動車部品】アイシン精機(株)

【自動車部品】(株)豊田自動織機

【電力】
中山名古屋協同発電(株)

【無機化学品】日本化学工業(株)

【ガラス】旭硝子

【電力】
中部電力(株)

衣浦港の堤外地事業所数及び従業者数並びに主な立地企業

・護岸等の施設の老朽化が進んでおり、地震発生時には多大な影響が懸念される。
・堤外地には500を超える事業所が立地、25,000人を超える従業員がおり、震災後の事業継続に向けた支援策の検討

が必要
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衣浦港地震・津波対策検討会議（第１回）について

検討会構成員からの主な発言内容

１．港湾の耐震性・耐津波性能の向上について
○衣浦港の防波堤を、今後のどのようなスケジュールで復旧し、強化していくのかが重要である。

 

【自治体】
○県としても、地震対策として海岸保全施設の液状化対策などを進めている。合わせて、緊急輸送道路や、橋梁耐震化などについても、

新たな知見に基づいて強化・補強する。【自治体】
○高潮防波堤の強化工事の促進を期待している。

 

【企業】

２．港湾の産業・物流と連携した対策のあり方
○インフラへの影響だけでなく、産業・経済への影響を考慮することが重要。

 

【企業】
○液状化の被害を懸念している。

 

【企業】
○大地震による被害は、土木的な面だけでなく、経済的な面での波及効果も大きいので、包括的でかつミクロの単位まで想定しなくては

ならない。

 

【企業】

３．避難対策の強化について
○多数の就業者がおり、確実な情報を発信して、どこにどのようにして避難するのかを、関係行政と協力して検討していきたい。

【企業】
○ＧＰＳ波浪計の情報の企業への確実な伝達方法の確立を期待している。

 

【企業】
○ＧＰＳ波浪計について、伊勢湾口への設置を国へ要望している。

 

【自治体】
○県でも地震部会で作業を進めており、中央防災会議などの助言・知見、新しい基準が出れば必要な対策を進めていく。津波・高潮対策

検討会では、港湾に限らず海岸についても新たな知見に基づき対策する。

 

【自治体】

４．その他
○津波については被害想定をしていなかったため、会議で実施する津波シミュレーションに期待している。

 

【企業】
○衣浦港は来年度にかけて港湾計画の改訂作業を進める予定であり、その中で耐震強化など防災対策強化を位置づけていく。

【自治体】

開催日時：平成２３年１０月１４日（金）

 

15時00分～16時30分
開催場所：衣浦港湾会館１階ホール
構

 

成

 

員：（座長）名古屋大学大学院

 

教授、（自治体）愛知県、半田市、碧南市、
（経済団体・企業）半田商工会議所、碧南商工会議所、半田港運㈱、愛知海運㈱半田カンパニー、ＪＦＥスチール㈱知多製

造所、中部電力㈱碧南火力発電所、伊藤忠製糖㈱
（関係行政機関）三河海上保安署、豊橋税関支署衣浦出張所
（事務局）

 

中部地方整備局



完成自動車

43.1%

石炭

34.4%

重油

17.4%

非金属鉱物

1.8%

その他農産

品

1.0%

その他

2.2%

化学薬品

25.3%

染料・塗料・

合成樹脂・そ

の他化学工

業品

18.7%
鋼材

18.3%

非金属鉱物

12.4%

金属鉱

7.6%

その他

17.8%

うち公共貨物

移出

305万トン

移入

76万トン

完成自動車

26.2%

石油製品

24.4%

化学薬品

18.0%
染料・塗料・合

成樹脂・その他

化学工業品

12.6%

自動車部品

10.8%

その他

8.0%

原油

45.7%

ＬＮＧ（液化天

然ガス）

31.9%

石炭

6.1%

ＬＰＧ（液化石

油ガス）

5.5%

石油製品

3.3%

その他

7.5%

輸出

460万トン

輸入

3,465万トン

完成自動車

40.9%

染料・塗料・合

成樹脂・その

他化学工業品

19.6%

自動車部品

16.8% 化学薬品

10.4%

ゴム製品

3.2%

その他

9.1%

石炭

44.9%

染料・塗料・合

成樹脂・その

他化学工業品

6.4%

原塩

6.1%
コークス

5.8%

家具装備品

4.1%

その他

32.7%

うち公共貨物

輸出

296万トン

輸入

473万トン

四日市港の特徴 国際拠点港湾

 

四日市港

 

［三重県四日市市、三重郡川越町］

１．四日市港の概要

２．四日市港の取扱貨物データ

四日市港は伊勢湾奥部に位置し、 古くから伊勢湾地域の海陸交通の要衝として地域の産業、経済発展に大きく貢献し、1899年開港以

 
来、中部圏を代表する国際貿易港として発展してきた。本港臨海部には、日本で最初の石油化学コンビナートが形成され、石油化学を中

 
心とした工業集積が進み、東南アジア向け定期航路が拡充されるなど、国際物流拠点としても地域経済に寄与している。

外貿 内貿

出典：国土交通省港湾局調べ

取扱貨物の品目内訳（2009年）

石油製品

40.2%

重油

20.5%
完成自動車

10.2%
化学薬品

8.5%

石炭

8.2%
その他

12.4%

石油製品

30.1%

化学薬品

26.2%
重油

23.8%

ＬＰＧ（液化石

油ガス）

6.2%

染料・塗料・合

成樹脂・その

他化学工業品

2.9%

その他

10.8%

移出

1,284万トン

移入

491万トン

■2009年 外貿コンテナ取扱貨物量 全国10位 (10年速報で11位)■2009年 取扱貨物量 全国14位 (09年速報で14位)

総取扱貨物量の推移

513 568 533 491 520

1,457 1,571 1,495 1,284 1,269

3,678 3,889 3,756
3,465 3,591

421
463 503

460 503

6 ,0 69
6 ,492 6 ,2 86

5 ,701 5 ,883

26 ,8 26

32 ,116

21 ,139

36 ,393

24 ,6 47

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2006 2007 2008 2009 2010

（速報）

万フレートトン
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20,000

25,000
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35,000

40,000

億円 外貿コンテナ取扱貨物量の推移

72,712 74,993 76,517
67,377 73,276

87,327 90,966 89,975
89,147

97,285

160 ,0 39
165 ,9 59 166 ,4 92

156 ,5 24
170 ,5 61

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

2006 2007 2008 2009 2010

（速報）

TEU

■輸出

 

■輸入
左軸：■輸出

 

■輸入

 

■移出

 

■移入
右軸：―貿易額

出典：2006～2009年は港湾統計（年報）、2010年は国土交通省港湾局調べ出典：貿易額は財務省「貿易統計」、貨物量2006～2009年は港湾統計（年報）、2010年は国土交通省港湾局調べ
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四日市港の堤外地立地企業・従業者数
３．四日市港の主な立地企業

凡例： 物流（コンテナ）エネルギー 製造（工業品）

川越地区

朝明地区霞ヶ浦地区

富双地区

天カ須賀地区

【コンテナ】
四日市コンテナターミナル（株）

あさけ

ふそう

あまがすか

【化学工業品】
東ソー（株）

【石油】
コスモ石油（株）

【石炭】
中部コールセンター（株）

【LNG】
中部電力(株)川越火力発電所

【鉄鋼】
POSCO-JNPC（株）

撮影：2010年2月

①霞ヶ浦・川越地区

四日市地区

塩浜地区

【化学工業品】
三菱化学(株)

【化学工業品】
石原産業（株）

【石油】
昭和四日市石油（株）

石原地区

②四日市・石原地区

撮影：2010年2月

①霞ヶ浦･川越地区

②四日市･石原地区

四日市港全体図

四日市港堤外地に位置する町丁・大字の従業者数

約１２，０００人

※出展：平成21年

 

経済センサス基礎調査（総務省）

編集

 

中部地方整備局

 

四日市港湾事務所
※堤外地に位置する町丁・大字の民営従業者数を計上

○化学コンビナートが集積しており、地震発生時に生産・物流機能への影響が懸念される。
○堤外地を含む周辺地域には約12,000人を超える従業員がおり、地震・津波時の避難対策の充実が必要。



化学薬品

100.0%

非鉄金属

63.1%

非金属鉱物

34.4%

その他

0.1%

輸出

0.5万トン

輸入

11万トン

廃土砂

69.1%

石材

18.6%

非金属鉱物

4.8%

染料・塗料・
合成樹脂・

その他化学

工業品
3.7%

その他輸送

機械

1.4%

その他

2.4%
砂利・砂

38.6%
鋼材

28.0%

セメント

11.7%

非金属鉱物

10.2%

重油

6.2%

その他

5.3%

移出

64万トン

移入

90万トン

化学薬品

100.0%

非鉄金属

63.2%

非金属鉱

物

34.4%

化学薬品

2.4%

輸出

0.5万トン

輸入

11万トン

うち公共貨物

廃土砂
70.9%

石材

19.1%

非金属鉱

物

4.9%

染料・塗
料・合成樹

脂・その他

化学工業
品

3.8%

その他

1.3%

砂利・砂

38.7%鋼材

28.0%
セメント

11.8%

非金属鉱

物

10.3%

重油

6.2%

その他

5.0%

移出

63万トン

移入

89万トン

うち公共貨物

津松阪港の特徴 重要港湾

 

津松阪港

 

［三重県津市、松坂市］

１．津松阪港の概要

２．津松阪港の取扱貨物データ

外貿 内貿

取扱貨物の品目内訳（2009年）

津松阪港は、伊勢湾西海岸の中央部に位置し、近年においては臨海部への企業立地が進み、中南勢地域の物流の拠点として、また、

 
地域開発の拠点として重要な役割を果たしており、1971年3月に津、松阪両港を合併、同年4月に重要港湾に指定されている。

現在では、セメント、砂・砂利、金属類の内貿貨物を中心とする中南勢地域の流通拠点としての役割を果たしている。

出典：国土交通省港湾局調べ

総取扱貨物量の推移

162 143 141 132 124
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1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

億円

■2008年 取扱貨物量 全国123位 (09年速報で132位)

左軸：■輸出

 

■輸入

 

■移出

 

■移入
右軸：―貿易額

出典：貿易額は財務省「貿易統計」、貨物量2005～2008年は港湾統計（年報）、2009年は国土交通省港湾局調べ
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津松阪港の堤外地立地企業・従業者数
３．津松阪港の主な立地企業

【ガラス類】
セントラル硝子（株）

【非鉄金属】
ヴァーレ・インコ・ジャパン

 

（株）

【産業機械】
JFEエンジニアリング（株）

【セメント】
宇部三菱セメント（株）

凡例： 製造（工業品）

贄崎地区

伊倉津地区

三雲地区

大口地区
にえざき

いぐらづ

撮影：2007年3月

【造船】
ユニバーサル造船（株）

みくも

おおぐち

津ヨットハーバー

【高速船】
津エアポートライン

 

（株）

海運（高速船）

津松阪港堤外地に位置する町丁・大字の従業者数

約８，０００人

※出展：平成21年

 

経済センサス基礎調査（総務省）

編集

 

中部地方整備局

 

四日市港湾事務所
※堤外地に位置する町丁・大字の民営従業者数を計上

○平成4年度より護岸の老朽化対策として鋭意整備中であるが、今年度より整備を開始する地区もあり、

地震発生時には多大な影響が懸念される。
○堤外地を含む周辺地域には8,000人を超える従業員がおり、地震・津波時の避難対策の充実が必要。
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四日市港、津松阪港

 
地震・津波対策検討会議（第1回）について

【四日市港】
日

 

時：平成23年9月29日(木) 10時00分～11時30分
場

 

所：じばさん三重

 

5階大研修室
構成員：（座長）四日市港振興会会長、（首長）三重県、四日市市、川越町

（経済団体・企業）四日市港運協会、四日市商工会議所、本田技研工業㈱、中部電力、東ソー㈱、
昭和四日市石油㈱、三菱化学㈱、コスモ石油㈱

（関係行政機関）四日市港管理組合、四日市海上保安部
（事務局）中部地方整備局

【津松阪港】
日

 

時：平成23年10月3日(月) 10時00分～11時30分
場

 

所：三重県教育文化会館

 

第5会議室
構成員：（座長）三重大学名誉教授、（首長）三重県、津市、松阪市

（経済団体・企業）津商工会議所、松阪商工会議所、三重海運㈱、セントラル硝子㈱、辻製油㈱、
ヴァーレ・ジャパン㈱、津エアポートライン㈱、ユニバーサル造船㈱、JFEエンジニアリング㈱

（関係行政機関）四日市海上保安部、鳥羽海上保安部
（事務局）中部地方整備局

検討会議構成員からの主な発言内容

１．地震・津波対策の現状について
○ 四日市港霞地区には、就労関係者1万人。避難する場合には霞大橋１本しかなく課題。【民間】
○ 対策として社員教育や避難訓練を進めている。【民間】
○ 岸壁（W15）の耐震化や、護岸の液状化対策を実施中。【自治体】
○ Ｍ９に対応した津波ハザードマップを作成中。（10月3日公表）【自治体】

２．今後の地震・津波対策について
○ 人の命が一番。災害時に対応できるように臨港道路（霞４号幹線）や耐震岸壁の整備を要望。【民間】
○ ハード的な整備を進めていく一方、避難におけるソフト対策も重要。【民間】
○ 中央防災会議の検討を注視している。【民間】
○ 中央防災会議の結果により整備のあり方を見直していく。【自治体】

３．その他
○ 次回（第2回）の会議では、各企業の防災対策や港湾・海岸整備に対する要望について民間より紹介予定。



清水港の特徴
１．清水港の概要

２．清水港の取扱貨物データ

国際拠点港湾

 

清水港

 

〈開港〉

 

名古屋税関清水税関支署

 

［静岡県静岡市］

清水港は本州のほぼ中央、駿河湾の西岸に位置し、日本のシンボルである富士山を背景に、古来より栄えてきた日本屈指の良港である。
清水港は我が国でも有数の国際海上コンテナ取扱機能を持つ国際貿易港である。背後圏には様々な産業が集積し、東名高速道路など

 
主要幹線道路とも近接しており、静岡県内をはじめとする東海地域の経済を支えている。

自動車部

品

25.0%

取合せ品

15.9%

二輪自動

車

13.1%
産業機械

8.9%

分類不能
のもの

7.5%

その他

29.5%

紙・パルプ

15.5%

木材チップ

15.0%
取合せ品

9.7%化学薬品

6.6%製造食品

6.5%

その他

46.7%

輸出

288万トン

輸入

248万トン

うち公共貨物

外貿 内貿

出典：国土交通省港湾局調べ

取扱貨物の品目内訳（2009年）

■輸出

 

■輸入
左軸：■輸出

 

■輸入

 

■移出

 

■移入

 

■内航フェリー
右軸：―貿易額

出典：2005～2008年は港湾統計（年報）、2009年は国土交通省港湾局調べ出典：貿易額は財務省「貿易統計」、貨物量2005～2008年は港湾統計（年報）、2009年は国土交通省港湾局調べ

66 69 70 65 44
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183 192 166 182
144
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（速報）

億円万フレートトン 総取扱貨物量の推移
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152,724
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0
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500,000
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（速報）

TEU
外貿コンテナ取扱貨物量の推移

自動車部品

23.0%

取合せ品

14.6%

二輪自動車

12.1%

産業機械

8.2% 石油製品

7.8%

その他

34.3%

ＬＮＧ（液化

天然ガス）

32.7%

金属鉱

8.8%

豆類

7.7%

紙・パルプ

7.4%

木材チップ

7.2%

その他

36.2%

輸出

313万トン

輸入

518万トン

廃棄物

24.4%

完成自動車

14.8%

動植物性製
造飼肥料

12.8%

自動車部品

11.7%

重油

6.9%

その他

29.4%

石油製品

43.3%

セメント

13.4%
重油

11.0%

ＬＰＧ（液化

石油ガス）

7.3%

完成自動車

5.7%

その他

19.3%

完成自動

車

22.5%

動植物性

製造飼肥

料

19.4%

自動車部

品

17.8%

再利用資

材

6.3%
水

5.5%

その他

28.4%

石油製品

34.8%

セメント

17.5%
完成自動車

9.2%

ＬＰＧ（液
化石油ガス）

7.3%

重油

6.7%

その他

24.4%

移出

144万トン

移入

403万トン

移出

94万トン

移入

250万トン

うち公共貨物

■2008年 取扱貨物量 全国42位 (09年速報で45位) ■2008年 外貿コンテナ取扱貨物量 全国8位 (09年速報で8位)
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清水港の堤外地事業所数及び従業者数並びに主な立地企業

折戸地区

塚間地区

貝島地区

富士見地区

日の出地区

江尻地区

新興津地区
【LNG】

清水LNG(株)

エネルギー 製造（工業品） 製造（食料品） 海運凡例：

【サイロ】
(株)富士ロジテック

【サイロ】
清水埠頭(株)

【造船】
(株)三保造船所

【造船】
（株）カナサシ重工

【石油製品】
東燃ゼネラル石油(株)

【豆類】
(株)J‐オイルミルズ

【金属鉱】
日本軽金属（株）

三保地区
みほ興津地区

おきつ

袖師地区
そでし

撮影：2007年10月

【海運】
(株)エスパルス

ドリームフェリー

その他

○堤外地に約

 

４００の事業所が立地しているため、地震・津波発生時に生産・物流活動への影響
が懸念される。

○堤外地には約

 

６，０００人を超える従業員がおり、地震・津波時の迅速な情報伝達や避難対策の
充実が必要。

事業所数・従業者数出典：平成21年経済センサス基礎調査（総務省）

編集

 

中部地方整備局

 

清水港湾事務所

清水港堤外地総計
約 400事業所

約

 

6,000人



田子の浦港の特徴
１．田子の浦港の概要

２．田子の浦港の取扱貨物データ

重要港湾

 

田子の浦港

 

〈開港〉

 

名古屋税関清水税関支署田子の浦出張所 ［静岡県富士市］

外貿

出典：国土交通省港湾局調べ

取扱貨物の品目内訳（2009年）

田子の浦港は、駿河湾の最奥部、富士山麗の南を流れる沼川と潤井川の合流点に位置する「掘り込み式港湾」である。
田子の浦港の港内には石油配分基地、セメントサイロ等の保管施設が、また、背後には豊富な工業用水を活用した製紙、化学工業等

 
の製造業が立地している。田子の浦港はこれら企業の原材料供給基地としての役割を担うなど、国際及び国内海上輸送網の拠点として

 
重要な役割を果たしている。

左軸：■輸出

 

■輸入

 

■移出

 

■移入
右軸：―貿易額

出典：貿易額は財務省「貿易統計」、貨物量2005～2008年は港湾統計（年報）、2009年は国土交通省港湾局調べ
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（速報）

億円万フレートトン 総取扱貨物量の推移

金属くず

100.0%

とうもろこし

37.4%

木材チップ

31.9%

紙・パルプ

12.1%

石炭

7.6%

その他食料

工業品

4.7%

その他

6.3%

輸出

10万トン

輸入

102万トン

■2008年 取扱貨物量 全国80位 (09年速報で81位)

砂利・砂

31.7%

動植物性製

造飼肥料

18.3%

紙・パルプ

9.4% 製造食品

9.0%
金属くず

6.8%

その他

24.9%

石油製品

31.5%

重油

22.9%

セメント

18.1%

鋼材

7.1%

紙・パルプ

7.0%

その他
13.4%

移出

39万トン

移入

322万トン

内貿
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田子の浦港の周辺地域事業者数及び従業者数並びに主な立地企業

３．田子の浦港の主な立地企業

エネルギー 製造（工業品） 製造（食料品）凡例：

【化学薬品】
旭化成（株）

依田橋地区

富士地区

鈴川地区

中央地区

【とうもろこし】
日本食品化工（株） 【紙･パルプ】

日本製紙パピリア（株）

【紙･パルプ】
日本製紙（株）

【紙･パルプ】
大昭和紙工産業（株）

【セメント】
太平洋セメント（株）

宇部三菱セメント（株）

【石油製品】
石油配分基地

(JX日鉱日石エネルギー（株）、出光興産（株）)

撮影：2007年2月

事業所数・従業者数出典：平成21年経済センサス基礎調査（総務省）

編集

 

中部地方整備局

 

清水港湾事務所

田子の浦港周辺総計
約 300事業所

約

 

5,000人

○港周辺に約

 

３００の事業所が立地しているため、地震・津波発生時に生産・物流活動への影響

が懸念される。

○港周辺には約

 

５，０００人を超える従業員がおり、地震・津波時の迅速な情報伝達や避難対策の

充実が必要。



御前崎港の特徴
１．御前崎港の概要

２．御前崎港の取扱貨物データ

重要港湾

 

御前崎港

 

〈開港〉

 

名古屋税関清水税関支署御前崎出張所 ［静岡県御前崎市、牧之原市］

外貿

出典：国土交通省港湾局調べ

取扱貨物の品目内訳（2009年）

■輸出

 
■輸入

左軸：■

 

輸出

 

■

 

輸入

 

■

 

移出

 

■

 

移入
右軸：―

 

貿易額

御前崎港は、静岡県の中央部、駿河湾の湾口に位置し、御前崎台地により風波が遮蔽されるという恵まれた地形により、古くから天然

 
の避難港として利用されてきた。

背後圏である静岡県中西部地域は、自動車や自動二輪車、楽器の工場をはじめとする工業関連企業が集積しており、御前崎港は地

 
域の物流拠点としての役割を果たしている。

出典：2005～2008年は港湾統計（年報）、2009年は国土交通省港湾局調べ

出典：貿易額は財務省「貿易統計」、貨物量2005～2007年は港湾統計（年報）、2008・2009年は国土交通省港湾局調べ
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2009

（速報）

億円万フレートトン 総取扱貨物量の推移
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TEU
外貿コンテナ取扱貨物量の推移

■2008年 取扱貨物量 全国91位 (09年速報で110位) ■2008年 外貿コンテナ取扱貨物量 全国27位 (09年速報で37位)

完成自動車

74.6%
自動車部品

20.6%
金属くず

3.9%

その他

0.9%

鉄鋼

32.8%

自動車部品

18.8%
二輪自動車

17.4%

非金属鉱物

9.2%

石炭

8.1%

その他

13.7%

輸出

128万トン

輸入

11万トン

完成自動

車

74.6%

自動車部

品

20.6% 金属くず

3.9%

その他

0.9%
鉄鋼

32.9%

自動車部

品

18.9%

二輪自動

車

17.5%

非金属鉱

物

9.2%

石炭

8.1%

その他

13.5%

輸出

128万トン

輸入

11万トン

うち公共貨物

自動車部品

20.5%

紙・パルプ

12.4%

染料・塗料・

合成樹脂・そ

の他化学工

業品

11.5%

石材

8.9%
製造食品

6.7%

その他

40.0%

その他輸送

機械

44.1%
染料・塗料・合
成樹脂・その他

化学工業品

15.1%

輸送用容器

13.0%

紙・パルプ

5.6%

非金属鉱物

4.2%

その他

17.9%

移出

84万トン

移入

57万トン

自動車部

品

20.5%

紙・パルプ
12.4%

染料・塗料・
合成樹脂・そ

の他化学工

業品
11.5%

石材

8.9% 製造食品

6.7%

その他

40.0%

その他輸

送機械

44.8%

染料・塗料・合

成樹脂・その他

化学工業品

15.3%

輸送用容

器

13.2%

紙・パルプ

5.7%

非金属鉱

物

4.3%

その他

16.6%

移出

84万トン

移入

56万トン

うち公共貨物

内貿
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御前崎港の堤外地事業所数及び従業者数並びに主な立地企業

３．御前崎港の主な立地企業

製造（工業品）凡例：

【鋼材】
ナカジマ鋼管（株）

御前崎地区

地頭方地区

じとうがた

下岬地区

したみさき

女岩地区

めいわ

【その他石油製品】
シェブロンジャパン（株）

出典：静岡県
撮影：2010年2月

事業所数・従業者数出典：平成21年経済センサス基礎調査（総務省）

編集

 

中部地方整備局

 

清水港湾事務所

御前崎港堤外地総計
約 40事業所

約 500人

○堤外地に約

 

４０の事業所が立地しているため、地震・津波発生時に生産・物流活動への影響
が懸念される。

○堤外地には約

 

５００人を超える従業員がおり、地震・津波時の迅速な情報伝達や避難対策の
充実が必要。
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清水港・田子の浦港・御前崎港における検討体制について（１）

現状で静岡県の防災計画等の既存検討が進められていることを踏まえ、静岡県関係

 部局と調整した結果、他県とは異なる形で会議を行う方針。

また、静岡県では清水港・田子の浦港・御前崎港の３港を駿河湾港として一体的に整

 備・運営を推進する構想を打ち出していることから、静岡県については３港合同での会

 議の開催とする方針。

＜静岡県の検討状況＞

●静岡県津波対策検討会議
《設置目的》

第1回 4/15、第２回

 
6/15、第３回

 
7/29、第4回 9/20、第５回

 
11月予定、第６回

 
2月予定

〔ソフト部会〕
第1回 5/19、第２回

 
6/13、第３回

 
7/25、第4回 9/16、第５回

 
11月予定、第６回

 
2月予定

〔ハード部会〕
第1回 4/27、第２回

 
5/23、第３回

 
7/28、第4回 10/17

＜清水港湾事務所の会議開催方針＞

東日本大震災による津波被害の状況等を踏まえ、沿岸部の津波対策施設の安全性と機動性、さ

 らには「避難計画策定指針」等東海地震に対する本県の津波対策について、ソフト面及びハード面

 の両面にわたり、緊急かつ総合的に総点検を行い、現状、課題・問題点、対応を整理し、県として必

 要な対策を講じるため、「静岡県津波対策検討会議」を設置
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清水港・田子の浦港・御前崎港における検討体制について（２）

■１０月～１１月

 
「関係者事前説明」及び意見聴取の実施

■１１月

 
「各港の新たな地震・津波対策について」のたたき案の作成

■１２月

 
「駿河湾港での新たな地震・津波対策について」の策定

【目的】
各港毎に、事前に各港での会員のうち主要な関係行政機

 関・企業担当者等の５～１０者程度を対象に内容説明と意

 見聴取を行う。

【構成員】
・各港の会議母体構成員

 

担当課長等
・地元自治体、港湾管理者

 

担当課長等

【目的】
各港毎に事前に意見聴取した内容を反映した「各港での

 新たな地震・津波対策について」たたき案を示し、必要とな

 る更なる対応について検討を行う。

【構成員】
・座長：東海大学

 

篠原教授
・副座長：九州大学

 

春日井教授
・各港の会議母体構成員

 

担当課長等
・地元自治体、港湾管理者

 

担当課長等

【目的】
「駿河湾港での新たな地震・津波対策について（仮称）」案

 を提示、確定版とする。

【構成員】
・座長：東海大学

 

篠原教授
・副座長：九州大学

 

春日井教授
・各港の会議母体構成員

 

代表者
・地元自治体首長、港湾管理者担当局長

検討目的・構成員

＜会議開催構成（案）＞
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